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皆様ご健勝のことと存じます。	

	

新型肺炎コロナウイルスのまん延により「選択制夫婦別姓制度」の議論が消

化不良になっている状態です。	

2 月 27 日選択的夫婦別姓を求める院内集会が開催されましたので報告致し

ます。また、	

1 月 29 日「東京新聞」の記事をご紹介いたしますので、ご一読下さい。	

	

	

民法改正は与野党の枠を超えて！ 
選択的夫婦別姓を求める院内集会 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 報告	 大城節子 
2020年 2月 27日㈭	 11：15～12：30 
衆議院第二議員会館 1階多目的会議室において表記集会が開催された。 
（主催	 NPO法人 ｍネット	 民法改正情報ネットワーク 
	 共催	 日本弁護士連合会） 
 
参加総数 210名に上り、議員 49名	 議員秘書 53名	 メディア 12社 
を数えた。 
まず、主催 m ネット代表坂本洋子氏から開会挨拶、司会・進行を進める旨
発言があり、これまでの選択的夫婦別姓をめぐる動きについて資料解説・経

緯やエピソード紹介があった。 
 
次いで、立命館大学教授	 二宮周平氏により「選択的夫婦別姓がなぜ必要か」

とする講演があった。（以下、ご参考までに） 
 



1870 年太政官布告により、それまで苗字を名乗れなかった「平民」も苗字
を名乗り自他の区別をするべきであるということになった。苗字に質的変化

が生じ、氏と名を組み合わせて個人を特定し他人と識別する呼称ということ

になった。 
 
1988 年 2 月 13 日最高裁判決中には「氏名は人が個人として尊重される基
礎であり、その個人の人格の象徴であって、人格権の一内容を構成するもの

というべきである」とある。 
 
ところが、現在の民法では、夫婦同氏が強制されている。「氏が変わるとい

うことは、社会的活動をしている者にとっては不便と苦痛をもたらすことが

少なくないが、その負担は事実上女の側に負わされている。・・・現行法で

はどちらかが氏を改めなければ婚姻できないことになっており、改氏が強制

されている点に問題がある。この点は夫婦の同氏を強制せず夫婦の別姓を認

めることによって解決しうる。・・・夫婦別姓論に対しては、夫婦の一体性

などを理由とする反対論もありうるが、将来女の社会的活動が増大していく

ことを考えれば、夫婦の別姓を認めることが妥当である」	 以上、1959 年
加藤一郎著「男女の同権」家族法体系 I（有斐閣）323頁 
二宮氏は三つの検討課題を示されて講演をまとめられた。 
（１）	憲法的価値観から個人の尊重（尊厳） 

氏名は人格権の一内容を構成するのであるから本人の意思によらず

に改姓を強制されることは人格権の侵害となる。また、 
選択制により夫婦同氏に夫婦のアイデンティティを見いだす人の意

思を尊重できる。 
（２）	多様性の保障 
	 	 	 夫婦・家族の形はさまざま、これら家族の多様性の承認・人の選択に

寛容な社会を形成する。排除から包摂へ、望ましい方向では選択的夫

婦別氏制度は、」まさに「多様な社会」の試金石。 
（３）	世論調査と」国際的人権」 
 
次に、立憲民主党（代表）・国民民主党（代表）・公明党（副代表）・日本共

産党（委員長）・社会民主党（党首）・沖縄の風（代表）、また、碧水会・日

本維新の会・無所属の議員からそれぞれ力強いアピールがあった。 
 
閉会挨拶は日本弁護士連合会	 原田直子副会長から日弁連の取り組みが紹

介され、登記が戸籍名に限られている点のご指摘があった。 
 
世論を盛り上げて「選択的夫婦別姓制度」を実現したい。 



 


